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① 総合計画上の位置付けと事務事業の背景・目的と目標 

後

期

基

本

計

画 

施策の大綱 Ⅶ行財政運営の効率化 
事務事業の背景・目的 事務事業の目標 

市民ニーズの多様化や行政課題の高度化が進むな

かで、自治体が単独で課題解決やまちづくりを行

うことが難しくなってきています。そのため、外

部との連携によって新しい手法や企業の持つノウ

ハウを取り入れ、課題解決に取り組んでいく事が

求められています。 

また、マニフェストに掲げられている「こどもま

んなかまちづくり」推進のためにも、教育機関と

連携し、こどもたちに主体的にまちづくりに参加

してもらう機会が必要です。 

外部との連携によって教育機関・民間企業の知見

や人材、資金などを積極的に活用する事で、地域

の課題を解決し、住民サービスの向上に貢献しま

す。そのような取り組みを通して常総市に住みた

いと思っていただける方を増やしていきます。 

施策の目標 
1 市民満足度の高い行財政

運営を進める 

施策 3連携事業 

施策内容 
教育機関・民間企業との連

携 

その他，根拠法令 

及び分野別計画等 
― 

事務事業名 
教育機関・民間企業との連

携事業 

 

② アクティビティ（活動・事業）とアウトプット（結果） ③ インプット（投入） 

アクティビティ（活動・事業） アウトプット（結果） 

Ｒ６予算額 Ｒ６決算額 活動名・事業名 

（対象年） 
Ｒ６活動・事業内容 指標（単位） 

Ｒ６目標値 Ｒ７目標値 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

包括連携協定締結

（R6・7・8） 
令和 6年 11月 14日明治安田生命保険相互会社と包

括連携協定を締結しました。 
提携先企業・団体

（件） 

1 1 0 
千円 

0 
千円 1 1 

筑波大学・オリジナル 

オープンキャンパス 

（R6・7・8） 

【指導課】 

市内小中学生を対象に筑波大学にて令和 7年 3月 26

日にオープンキャンパスを実施しました。 参加人数（人） 
40 40 0 

千円 
0 

千円 49 40 

水海道一高附属中 

・総合的探究 

（R6・7・8） 

生徒たちが市職員へのインタビューや市内見学を通して、

関心を持ったテーマごとに 5 チームに分かれ、市長に課題

解決のプレゼンを行い、企画を実施しました。 
取組数（件） 

5 5 0 
千円 

0 
千円 5 5 

  活動回数（回） 
5 5  

千円 
 

千円 7 5 

水海道第二高等学校・

総合的探究 

（R6・7・8） 

生徒たちが市職員に対し地域課題についてのインタ

ビューを行いました。また 10月には市職員が高校

に出向き SDGｓに関する講演会を行いました。 
取組回数（回） 

1 1 0 
千円 

0 
千円 2 1 

鬼怒中学校総合学習 

プログラム 

（R6） 

今年度をもって閉校となる鬼怒中学校の生徒とともに、副

市長による講演や、職員へのインタビュー、閉校記念式典

プロモーションビデオの作成を行いました。 
取組回数（回） 

3 － 0 
千円 

0 
千円 3 － 

   
   

千円 
 

千円   

   
   

千円 
 

千円   

   
   

千円 
 

千円   

   
   

千円 
 

千円   

 

④ アウトカム（成果） ⑤ 点検・改善 

指標名 目標値 Ｒ６実績値 

 

業務の振り返り 改善の余地 

民間企業×教育機関の

事業実施数 
2 2 

民間企業との連携については、包括連携協定

締結 1 件のほか、熱中症対策に官民連携で取

り組むコンソーシアムを設立し、これまで協

定を結んだ企業との連携事業を新たにスター

トさせることができました。 

教育機関との連携については、水海道第一高

等学校附属中学校の総合的探究の時間にて、

生徒たちが常総市の課題を考え、企画を立案、

市長にプレゼンする機会を提供しました。関

心のあるテーマごとに５チームに分かれ、民

間企業とも連携しながら企画を実行しまし

た。これにより教育環境の向上に寄与すると

共に、若者目線からの意見を行政に取り入れ、 

一緒に取り組むことができました。 

☐コスト ☒活動 ☒成果 ☐その他 

今後の方向性 

転出者数 
R9年度

2,700人 
3,083人 

民間企業との連携については、協定の締結だ

けでなく、これまでの協定内容から連携した

事業をより充実させることで行政の課題解決

力を強化します。 

また教育機関との連携については、子どもた

ちが民間企業と一体となる取組みを増やして

いくことで、さらなる教育環境の向上や多様

な視点からの地域の課題解決を促進していき

ます。 

協定先企業との取り組

み 
1 1 

   

   

 


